
（単位：千円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 104,890,985 固定負債 38,597,840

有形固定資産 98,177,627 地方債 25,276,997

事業用資産 46,928,900 長期未払金 0

土地 29,207,638 退職手当引当金 3,169,556

立木竹 2,263,845 損失補償等引当金 10,653

建物 45,777,133 その他 10,140,634

建物減価償却累計額 -31,858,273 流動負債 3,656,036

工作物 4,632,141 １年内償還予定地方債 2,322,272

工作物減価償却累計額 -3,214,430 未払金 490,671

船舶 0 未払費用 336,035

船舶減価償却累計額 0 前受金 0

浮標等 0 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 321,436

航空機 0 預り金 51,797

航空機減価償却累計額 0 その他 133,825

その他 42,241 42,253,876

その他減価償却累計額 -3,892 【純資産の部】

建設仮勘定 82,497 固定資産等形成分 115,851,470

インフラ資産 49,088,492 余剰分（不足分） -36,653,537

土地 3,310,950 他団体出資等分 338

建物 1,155,455

建物減価償却累計額 -621,164

工作物 127,307,291

工作物減価償却累計額 -82,792,066

その他 0

その他減価償却累計額 0

建設仮勘定 728,026

物品 8,039,166

物品減価償却累計額 -5,878,931

無形固定資産 1,853,554

ソフトウェア 5,870

その他 1,847,684

投資その他の資産 4,859,804

投資及び出資金 160,342

有価証券 54,411

出資金 105,931

その他 0

長期延滞債権 330,626

長期貸付金 54,527

基金 4,347,021

減債基金 0

その他 4,347,021

その他 0

徴収不能引当金 -32,712

流動資産 16,561,162

現金預金 4,496,016

未収金 1,044,258

短期貸付金 13,942

基金 10,946,543

財政調整基金 10,216,213

減債基金 730,330

棚卸資産 30,308

その他 40,324

徴収不能引当金 -10,229

繰延資産 0 79,198,271

121,452,147 121,452,147負債及び純資産合計資産合計

連結　貸借対照表

科目 科目

負債合計

純資産合計

令和5年3月31日



（単位：千円）

金額

経常費用 199,195,598

業務費用 167,178,069

人件費 5,410,277

職員給与費 3,589,362

賞与等引当金繰入額 321,436

退職手当引当金繰入額 722,503

その他 776,976

物件費等 160,608,675

物件費 16,930,413

維持補修費 1,041,280

減価償却費 3,905,180

その他 138,731,802

その他の業務費用 1,159,117

支払利息 174,898

徴収不能引当金繰入額 34,311

その他 949,908

移転費用 32,017,529

補助金等 22,731,236

社会保障給付 9,263,764

他会計への繰出金 0

その他 22,529

経常収益 163,601,817

使用料及び手数料 3,392,624

その他 160,209,193

純経常行政コスト 35,593,781

臨時損失 68,844

災害復旧事業費 27,747

資産除売却損 29,324

損失補償等引当金繰入額 9,901

その他 1,872

臨時利益 532,583

資産売却益 2,973

その他 529,610

純行政コスト 35,130,042

連結　行政コスト計算書

科目

令和4年4月1日～令和5年3月31日



（単位：千円）

前年度末純資産残高 79,563,488 117,190,549 -37,627,729 668

純行政コスト（△） -35,130,042 -35,129,708 -334

財源 34,135,868 34,135,868 0

税収等 21,370,045 21,370,045 0

国県等補助金 12,765,823 12,765,823 0

本年度差額 -994,174 -993,840 -334

固定資産等の変動（内部変動） -1,122,716 1,122,716

有形固定資産等の増加 2,743,092 -2,743,092

有形固定資産等の減少 -4,690,129 4,690,129

貸付金・基金等の増加 1,927,143 -1,927,143

貸付金・基金等の減少 -1,102,822 1,102,822

資産評価差額 0 0

無償所管換等 16,539 16,539

他団体出資等分の増加 4 4

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 513,669 556,320 -42,651

その他 98,745 -789,222 887,967

本年度純資産変動額 -365,217 -1,339,079 974,192 -330

本年度末純資産残高 79,198,271 115,851,470 -36,653,537 338

連結　純資産変動計算書

固定資産
等形成分

合計科目
他団体出資等分

余剰分
（不足分）

令和4年4月1日～令和5年3月31日



（単位：千円）
金額

【業務活動収支】
業務支出 194,533,125
業務費用支出 162,512,777
人件費支出 4,721,091
物件費等支出 156,673,438
支払利息支出 174,898
その他の支出 943,350

移転費用支出 32,020,348
補助金等支出 22,731,236
社会保障給付支出 9,263,764
他会計への繰出支出 0
その他の支出 25,348

業務収入 197,138,674
税収等収入 21,102,891
国県等補助金収入 12,508,620
使用料及び手数料収入 3,347,786
その他の収入 160,179,377

臨時支出 29,229
災害復旧事業費支出 27,747
その他の支出 1,482

臨時収入 529,610
業務活動収支 3,105,930
【投資活動収支】
投資活動支出 3,206,150
公共施設等整備費支出 2,042,026
基金積立金支出 1,157,385
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 6,739
その他の支出 0

投資活動収入 1,376,932
国県等補助金収入 257,203
基金取崩収入 1,069,701
貸付金元金回収収入 24,466
資産売却収入 20,545
その他の収入 5,017

投資活動収支 -1,829,218
【財務活動収支】
財務活動支出 2,350,344
地方債償還支出 2,221,640
その他の支出 128,704

財務活動収入 1,637,908
地方債発行収入 1,796,589
その他の収入 -158,681

財務活動収支 -712,436
本年度資金収支額 564,276
前年度末資金残高 3,536,721
比例連結割合変更に伴う差額 343,396
本年度末資金残高 4,444,393

前年度末歳計外現金残高 55,627
本年度歳計外現金増減額 -4,004
本年度末歳計外現金残高 51,623
本年度末現金預金残高 4,496,016

連結　資金収支計算書

科目

令和4年4月1日～令和5年3月31日



連結財務書類に関する注記

1 重要な会計方針

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産････････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･････････････再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額 1円としています。

イ 昭和 60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの･････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･･････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。

② 無形固定資産････････････････････････････････原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

なお、一部の連結対象団体においては、原則、取得原価としています。

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券･････････････････････････償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの･････････････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･････････････････････････取得原価

③ 出資金

ア 市場価格のあるもの･････････････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･････････････････････････出資金額

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法

取得価額をもって貸借対照表価額としております。



(4)有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 10 年～50年

工作物 10 年～50年

物品 3年～20年

ただし、一部の連結対象団体においては、定率法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリ

ース取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リ

ース取引を除きます。）･････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5)引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

未収金、長期延滞債権及び長期貸付金について、過去 5年間の平均不納欠損率により、

徴収不能見込額を計上しています。

ただし、未収金について、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰

入率に基づく繰入限度額によっています。

② 退職手当引当金

期末自己都合要支給額に、組合への加入時以降の負担金の累計額から既に退職手当とし

て支給された額の総額を控除した額（令和 4年度は不足額）を加算して計上しています。

③ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

④ 賞与等引当金

翌年度 6月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

⑤ 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものについて、

実質価額が 30%以上低下した場合に実質価額と取得価額との差額を計上しています。



(6)リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引

･･････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

･･････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

･･････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)全体資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（当市資金管理方針において、歳計現

金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。

(8)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2 重要な会計方針の変更等

(1)会計方針の変更

該当なし

(2)表示方法の変更

該当なし

(3)資金収支計算書における資金の範囲の変更

該当なし



3 重要な後発事象

(1)主要な業務の改廃

該当なし

(2)組織・機構の大幅な変更

該当なし

(3)地方財政制度の大幅な改正

該当なし

(4)重大な災害等の発生

該当なし

4 偶発債務

(1)保証債務及び損失補償債務負担の状況

団体（会計）名 確定債務額

履行すべき額が確定していない

損失補償債務等
総額

損失補償等

引当金計上額

貸借対照表

未計上額

群馬県信用

保証協会
計上なし 10,653 千円 415,120 千円 425,773 千円



5 追加情報

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

① 連結対象団体（会計）

連結の方法は次のとおりです。

ア 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

イ 群馬県市町村総合事務組合（退職手当給付事務）のみなし連結について、組合の基金

等のうち、当市の持分相当額がマイナスであるため、マイナス相当額を退職手当引当

金に計上することで連結を行ったこととみなしています。

団体（会計）名 区分 連結方法 連結理由

太陽光発電事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結

みどり市

国民健康保険（事業勘定）特別会計 みどり市特別会計 全部連結

国民健康保険（診療所勘定）特別会計 みどり市特別会計 全部連結

後期高齢者医療特別会計 みどり市特別会計 全部連結

介護保険（保険事業勘定）特別会計 みどり市特別会計 全部連結

戸別浄化槽事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結

農業集落排水事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結

企業用地整備事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結

競艇事業特別会計 みどり市特別会計 全部連結

簡易水道事業会計 みどり市事業会計 全部連結

公共下水道事業会計 みどり市事業会計 全部連結

桐生地域医療組合 一部事務組合 比例連結

加入団体

群馬東部水道企業団 一部事務組合 比例連結

群馬県後期高齢者医療広域連合 広域連合 比例連結

群馬県市町村総合事務組合（退職手当給付

事務）
一部事務組合 みなし連結

群馬県市町村総合事務組合（消防補償等支

給事務）
一部事務組合 比例連結

群馬県市町村総合事務組合（消防賞じゅつ

金支給事務）
一部事務組合 比例連結

群馬県市町村総合事務組合（災害弔慰金支

給等事務）
一部事務組合 比例連結

群馬県市町村総合事務組合（非常勤職員公

務災害補償事務）
一部事務組合 比例連結

群馬県市町村総合事務組合（学校医等公務

災害補償事務）
一部事務組合 比例連結

群馬県市町村会館管理組合 一部事務組合 比例連結

有限会社浅原体験村 第三セクター等 全部連結
出資割合

50％以上



ウ 第 3セクター等は、出資割合が 50％を超える団体は、全部連結の対象としていま

す。なお、出資割合が 25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない

場合は、比例連結の対象としていません。

② 出納整理期間

地方自治法第 235 条の 5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計

数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了し

たものとして調整しています。

③ 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。
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